

















































100 とした指数で，2005 年には上京区 56，中京区 61，下京区 52，東山区 45 となっ
ている。また 2005 年国勢調査での高齢化率は上京区 23.6％，中京区 21.0％，下京区
22.7％，東山区 27.4％と全市の平均より高くなっている。この都心４区のうち中京区
と下京区は 1995 年～ 2005 年にかけて，人口が中京区で 11,067 人，下京区で 4,775 人
増加している。このため 65 歳以上の高齢者のいる世帯の比率が 2000 年～ 2005 年の
間に中京区，下京区では低下している。
2000 年～ 2005 年の期間における住宅の所有関係の増加率をみると，中京区では民













京区の人口は，1994 年の 90,938 人を底に増加に転じ，2006 年には 102,246 人に増加
している。15 歳未満の年少人口は 1997 年が最も少なく，2006 年には 600 人増えてい
る。しかし，年少人口比率は 1990 年代以降一貫して低下している。生産年齢人口は
1994 年がボトムで 2005 年まで増加し，2006 年には減少に転じている。構成比では
表１　中京区の年齢３区分人口の推移　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
総数 年少人口 生産年齢人口 老年人口
計 計 男 女 計 男 女 計 男 女
90 年 100.0 12.4 13.6 11.4 69.7 71.7 68.0 17.8 14.7 20.6
91 年 100.0 12.1 13.3 11.0 69.8 71.8 68.1 18.1 14.9 20.9
92 年 100.0 11.7 13.0 10.5 69.9 72.0 68.0 18.4 15.0 21.4
93 年 100.0 11.4 12.8 10.2 69.7 71.8 67.9 18.9 15.4 21.9
94 年 100.0 11.2 12.6 10.0 69.5 71.8 67.5 19.3 15.7 22.5
95 年 100.0 10.9 12.2  9.8 69.5 71.8 67.5 19.6 16.0 22.7
96 年 100.0 10.7 12.0  9.6 69.5 71.7 67.5 19.8 16.3 22.9
97 年 100.0 10.5 11.7  9.6 69.2 71.6 67.1 20.3 16.8 23.3
98 年 100.0 10.4 11.5  9.5 69.0 71.3 67.0 20.5 17.2 23.4
99 年 100.0 10.4 11.5  9.5 68.9 70.9 67.2 20.7 17.6 23.4
00 年 100.0 10.4 11.5  9.4 68.8 70.7 67.1 20.9 17.8 23.5
01 年 100.0 10.2 11.3  9.2 68.7 70.7 67.0 21.1 18.0 23.8
02 年 100.0 10.1 11.1  9.2 68.5 70.5 66.7 21.4 18.4 24.0
03 年 100.0 10.1 11.1  9.2 68.6 70.6 66.9 21.3 18.3 23.9
04 年 100.0 10.0 11.1  9.0 69.0 70.9 67.4 21.0 18.0 23.6
05 年 100.0  9.9 11.0  9.0 68.9 70.8 67.3 21.2 18.2 23.7
06 年 100.0 10.0 11.1  9.1 68.4 70.2 66.9 21.6 18.6 24.0
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2002 年まで低下し，2003 年以後若干上昇するが 2006 年はまた低下している。老年人
口は一貫して増大し，2006 年には 22,042 人となり，高齢化率は 21.6％に増大してい
る。こうした人口増の動きを受けて，2003 年以降高齢化率の増加に一定の抑制がか
かり，一時低下したが，人口増が落ち着いてくると再び上昇しはじめている。
人口動態統計から中京区の人口の変化をみると，1996 年には人口数が 391 人減少
している。1997 年から社会増に転じて，人口増になっている。最も人口増が大き
かった時期は，1999年10月～2000年９月の１年間で3074人の人口増となっている。




なっている。23 の元学区のうち，2000 年～ 2006 年にかけて人口増があった元学区は
15 学区である。最も増加したのは本能学区の 1637 人，以下，柳地学区 1173 人，銅





自然増 社会増 人口増 世帯増
00 年 -207  873 3282 3778
01 年 -176 1441 1285 1273
02 年 -179  796  617  860
03 年 -186 2092 1906 1501
04 年 -244  925  681  808
05 年 -253  545  292  750
06 年 -247  469  222  596
表３　元学区別の人口増減（2000 年～ 2006 年）
教業 －23 乾  16 朱四 195 竹間  207 立誠 －270
城巽  785 朱一 481 朱八 －238 富有  211 生祥 －77
龍池  539 朱三 287 朱二 －147 初音  743 日彰 594
明倫  792 朱七 －13 朱六 －317 柳地 1173


































































み 41.4％，②自分や家族の病気・健康 38.3％，③税金や公共料金が高い 27.0％，④貯
蓄が不足 26.5％，⑤借金・ローンの返済 22.9％，⑥収入が不足 18.4％，⑦住まいに関








51 ～ 60 歳 ①自分や家族の病気・健康，②高齢者の介護，③収入が不足，④借金・ロー
ン返済，④貯蓄が不足








家計の逼迫状態がうかがえる。41 ～ 50 歳層では子どもの教育・進学が困りごとの上
位にあがり，加えて借金・ローン返済，貯蓄不足，長時間労働などの経済的困難が困


























































































































































































































































































































































































































議会の『中京区地域福祉活動計画』（第１次プラン，2003 年度～ 2007 年度）でも，
共同住宅の増加により住民層と住民意識が多様化していることを前提に，この「多様
性を認め活かしていく活動」が基本目標に掲げられている。2006 年，2007 年と中京
区地域福祉推進委員会によってマンション居住者と地元住民との相互理解のためのシ
ンポジウムが開催されるなど，区レベルでの新しいコミュニティづくりへと展開して
いる。
マンション内のコミュニティと地元町内コミュニティは，既に見てきたように共通
する生活課題，地域課題を多く抱えている。マンション居住者との共同・協働による
人口の都心回帰と新しいコミュニティ形成の課題 191
新しいコミュニティの形成がこの共通課題を解決する大きな力になることは間違いな
い。この意味でマンション居住者と地元町内コミュニティの住民は１つのコミュニ
ティ形成への共通動機をもっており，上記の動きはそのことを物語っている。しか
し，どのような形で，それを実現するかについてはまだ新旧住民の双方が納得するも
のがあるわけではない。
新旧住民が１つのコミュニティを形成するという場合に，地元の町内コミュニティ
に吸収され同化することが一般に考えられるシナリオである。またマンション居住者
が独自のコミュニティを形成し，このコミュニティが必要に応じて既存の地元のコ
ミュニティにつながるという方向も考えられる。前者の場合は地域によれば多数派の
マンション居住者が少数者の既存の町内コミュニティに組み込まれるという状況も出
てくる。その結果，「自由記述」にも現れているように色々摩擦も生じることにな
る。後者のようなマンション自治会が地元の町内会と時間をかけながらゆるやかに地
域コミュニティを形成する方向が比較的軋轢が少ないのではないかとも思われる。い
ずれにせよ，特定の形を強要するのではなく，まさに地域の実情に合わせて多様な形
で１つのコミュニティ形成を追求することになるだろう。
（はまおか　まさよし　兼担研究員）
